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はじめにはじめにはじめにはじめに

　過去半世紀余にわたる途上国の経済発展の経験は、経済開発における人的資源の究極

的な重要性を、ほぼ余すところなく示し続けてきたといっても、決して過言ではなかろ

う１）。つまり抽象的には、いくら豊かな国際資本移動の可能性が存在したとしても、

そこに十分信頼に足るだけの人的資源が存在しない限り、国際間の資源移転は、ほとん

ど実現しえない。それゆえ「後発国の利益」もまたなかなか結実せず、南北間の経済格

差は、容易には縮小しえない現実となっている。

　この人的資源の開発と質の向上は、広く教育制度の充実や、社会の構造やその流動性、

あるいは歴史・文化などとも深く関わっていることは、改めて指摘するまでもない。し

かしそうした一体化したシステム全体を包括的に取り扱うのは容易ではないがゆえ、こ

こでは問題をごく一部に限定し、工業化に際し工場労働としての適切・不可欠な資質と

は何なのか、あるいはまたそうした資質を備えた労働力、つまり近代的工業労働力の形

成とその社会的背景、ならびにその経済発展との関わりについて、これまでどのような

見解が存在するのかを、ごく簡単に整理しておきたい。

                            
* 本稿は近刊を予定している書物の第 1章への収録が確定しているが、(1)ここで展望され
ている分野が非常に多岐にわたるため、その道の専門化から少しでも多くのコメントを受け
たいことと、(2)関連する参考文献の数が著しく多いので、教材用としても早く開放して欲
しい旨の希望が周囲に強かったゆえ、とりあえず暫定稿としての DP の形で印刷に付すこと
にした。したがって一部に、｢本書｣や「本章」等の紛わしい表現が含まれているが、御容赦
願いたい。
１） 一方には、当然資本蓄積の不足を強調する見解が広く存在したが、他方では早くからこ
うした人的資源や人々の態度の重要性に気付いていた経済発展論の文献も、数少ないながら
存在した。例えば Hagen[1962]や Singh[1964、第 18 章]などを参照のこと。
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　なおその場合、必ずしも網羅的な展望ないし文献自体の紹介ではなく２）、むしろど

のように問題は捉えらるべきかという観点ないし考え方の整理に、その重点が置かれよ

う。以下一応３つの角度から論点は整理されるが、それらもごく便宜的なものであり、

1つの研究が、必ずしも 1つの領域内にとどまるとは限らない。ただ今後の我々自身の

分析との関連もあり、中心にはコミットメントの概念が据えられる。

　先にも指摘したごとく、コミットメントという用語は、今日では主に「組織に対する

コミットメント」(Organizational Commitment)を指すことが多い。しかし 1950 年代・60

年代には、むしろ「雇用（被傭）に対するコミットメント」、さらにいえば新しい生産

組織たる「工場制度に対するコミットメント」を意味することの方が多かったといって

よい。

　すなわちその意味では、このコミットメントなる語は、いわゆる「定着労働力」

（Committed Labor）の概念に対応していたのである。そしてこの概念を手掛かりとする

近代的工業労働力の議論は、その背後において深く近代化論の問題意識と関連していた

ことが知られる。

　今こうした第 1の領域に対し、近代的工業労働力をめぐる第 2の領域は、いわゆる伝

統的 X 理論に基づく労務規律および熟練の形成こそが、究極的にはやはり労働の質を

規定する最大の要因に他ならないとする立場である。さらにいえば、そうした考え方に

対応する「規律ある労働力」は、文化や個性の差異とは関わりなく、普遍的に等しく形

成され
・ ・
得るものであると想定されていることも重要であろう。

　最後に第 3の領域としては、組織や市場メカニズムに対するコミットメントを、重要

視する議論がある。この場合のコミットメントは、第 1の領域ではしばしば集計レベル

で論じられたのに対し、個人レベルで、とりわけそのモティベーションを規定するもの

として、Y理論的立場より「意欲的労働力」の重要性が、語られることが多い。

　以下、こうした各分野の代表的既存研究について、ごく簡単に回顧しておきたい。た

だその場合、第 1の領域にせよあるいは第 2の領域にせよ、特に 50 年代の工場労働力

に対する見方は、戦前期の質の評価や考え方の影響を強く受けていたことは、ほぼ間違

いない。それゆえ我々は、まず戦前期の途上国の工場労働力に対する見方の検討から始

めよう。

１１１１.  雇用と工場制度に対するコミットメント雇用と工場制度に対するコミットメント雇用と工場制度に対するコミットメント雇用と工場制度に対するコミットメント（（（（I））））

　例えばインドの戦前期の工場労働力(Factory Labor)に対する見方は、先にも言及した王

                            
２） インドに関する包括的研究展望としては、少し出版時点は古くなるが、Sheth &
Patel[1979]や Gupta[1982]などが、十分よく内外の文献を渉猟しているといえよう。
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立労働委員会の報告書(Royal Commission on Labour in India[1931])などにも典型的に認め

られるように、低い労働生産性と弛緩した労務規律の２つの特徴によって、性格づけら

れていたといっても決して過言ではない。

　こうした特質は、それ以前の Broughton[1924]などでもほぼ同様に指摘されていたがゆ

え、なにも王立労働委員会が初めてというわけではない。しかし上記の報告書には、詳

しい証言集が付されていたこともあって、以後頻繁に引用されるところとなり、例えば

Jathar & Beri[1941]など標準的啓蒙書では、ほぼ例外なくこうした評価が、疑うべからざ

る事実として定説化するに到っている３）。

　その場合、指摘されるような低い労務規律や労働生産性の主たる原因は、工場労働力

の大半が、農村出身の労働者であることに求められている。つまり工業部門への被傭後

も、都会の生活や工場での労務管理に十分なじめず、絶えず出身農村との強い紐帯が存

在したことが指摘されている。かくして工業労働力の質という側面をも勘案するとき、

工業部門の労働力は常に供給不足の状態にあったというのが、基本的な認識である。

　第２次大戦後、多くの植民地が独立を実現するとともに、それら新興諸国の経済発展

に対する実証研究もまた、急速に本格化した。なかでも工業部門の競争力を大きく左右

する労働力の質、ないしいわゆる近代的工業労働力の形成の問題は、先にも指摘したご

とく、工業化をめぐる中核的課題の 1つであり、50年代初めより活発な研究が展開され

るに到っている。

　なおその場合の出発点、つまり工場労働力の質に対する評価や基本的な認識は、完全

に戦前のそれを受けついでいたといってよい。それゆえ近代的な工業労働力の形成とは、

如何にして安定的な労働力、いわゆる定着労働力(Committed Labor)を創出しうるかとい

う点に、その主要な関心事は絞られたのであった。

　より具体的には、それは更に２つの関心領域に大別されよう。すなわち１つは、工場

労働力はなぜ出身農村との強い紐帯を維持しようとするのか？またその結果、工場にお

ける労務規律や労働生産性には、どのような影響が認められるのか？といった問題であ

る。他方２つには、社会の価値観や宗教は、労働倫理の形成に、どのように関わってい

るのか？さらにまたそれは延いては、工場生活や工場文化とどのような関連を有してい

るのか？といった幅広い問題である。

(a) 不安定な就業状態と農村との紐帯不安定な就業状態と農村との紐帯不安定な就業状態と農村との紐帯不安定な就業状態と農村との紐帯

　この第１の領域の問題は、まさに Moore & Feldman[1960]達によって早くから提起・検

                            
３） インドの工業に関する代表的経済書のなかで、Buchanan[1934]はやや例外的に、多少寛
大な評価をしているといってもよいかもしれない。
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討されてきた課題である。すなわちそこで最も重視されたのは、工業部門とりわけ近代

工場組織での「雇用に対するコミットメント」の有無の問題であった。つまり近代部門

における雇用状態への積極的評価や心理的肯定感、またその結果として雇用の継続を望

む心理状態等々こそが、高い労働生産性への鍵を握るものと考えられている。

　なぜならば、そうしたコミットメントこそが、仕事への積極性を生み、また雇用の安

定性を保証する基盤に他ならないからである。それゆえそれは更に、労務規律の改善や

長期雇用に基づく熟練の形成等にも十分貢献しうるものと想定されよう。

　だが逆にいえば、ムーア(W. Moore)達が雇用へのコミットメントの重要性を強調する

背景には、現実には低い労務規律や不安定な就業状態が、途上国の工業部門に幅広く存

在していたことを意味していたといってよい。したがって彼らのコミットメントの概念

もまた、それらに対応し、包括的かつ抽象性の高いものとなっている。

　すなわちコミットメントとは、生産組織や社会システムに存在する様々な規範

(Norms)を内部化してゆく過程そのものに他ならないと定義されているように、それは

単に現在の雇用状態を維持したいという消極的心理状況だけにとどまらず、工場組織の

有する管理制度や時間の概念、あるいは機械主導型の生産速度など、様々なルールやそ

の背後に存在する広義の価値観等々を、共有し且つ積極的に支持してゆく意識・心情を

指している。

　しかもそれは更に、社会の分業体制や階層化あるいは所有構造など、社会システムそ

のものの規範に関する内部化をも含んでいるがゆえ、工業化や産業社会への移行に対す

るコミットメントと解すれば、それはきわめて近代化の概念に近い。

　このように 50年代および 60年代の前半に、経済発展論の分野でコミットメントの問

題が論じられるときには、それは主に新しい生産組織たる工場制度に対する心理的な、

また意識面での適応化（とりわけ農村出身の工場労働者の）の問題が、当然議論の中核

を占めた。ただ概念自体は、労働者個人の心理や意識にまつわるものであるにもかかわ

らず、コミットメントの程度や阻害要因などが論じられるときには、しばしば集計（マ

クロ）概念として議論されることが多かった点に、この期の研究動向の 1つの特色が指

摘されよう。

　もっともそうはいっても、実証的にコミットメントの実態を把握するには、まず何ら

かの量的指標が必要であった。その結果最もしばしば採用されるに到った代理変数は、

欠勤率ならびに離職率であった。なぜならば自らの意志に基づく欠勤や離職には、職場

での価値観やルールに対する心理的葛藤や違和感などが、最もよく反映されているもの

と想定されうるからである。

　そしてインドの場合、すでに戦前からこうした関係の情報が比較的豊富であったこと
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もあり、工業化とコミットメントの関連を明らかにする恰好の研究対象地域として、集

中的に分析されるに到ったといってよい４）。その先鞭は、まず Myers[1958；第 3 章]に

よって付けられたといえよう。

　そこでは主に２次資料に基づき、離職率は必ずしも高くはないものの、出身農村との

強い紐帯にまつわる高い欠勤率が広く散見され、結果的に工業労働力としては、ごく部

分的にしかコミット出来ていない（Partial Commitment）状況が指摘されている。同様に

離職率に関しては、Morris[1960]や Lambert[1963]でも、必ずしも高くはないことが示され

ている。

　なお高いとか高くないとかは、相対的概念であるがゆえ、戦前日本の繊維産業のデー

タや５）、Slichter[1919]の第１次世界大戦期のアメリカの数値などとも比較するとき、確

かに必ずしも高いとはいえないことが知られよう。

　この離職率は、一般にコミットメントの程度を適確に反映する指標として、多用され

ている。しかし逆に、離職率が低いからといって、それは必ずしもコミットメントが高

いことを意味するものではない点にも、十分留意しておく必要があろう。なぜならば、

マクロの労働市場全体に著しい超過供給（大量の過少雇用や失業）が存在するならば、

労働者は一度得た職務を、容易には手放そうとはしないからである。

　その結果、単に勤続年数が長期化するだけでなく、Lambert[1963]も指摘するように、

特定の職務に就いているということ自体が、その労働者にとってあたかも１つの個人財

産を有しているかのごとき意識と行動を生みだしていることすら、しばしば指摘されう

るのである。例えばそのことが時には欠勤に際し、労働者自身が自分の家族や知人を代

替工として送り込む（中国でもしばしば短期の＜頂替＞として同様な現象が観察され

る）ことの土壌にもなっているとさえ考えられるのである。

　しかし雇用の長期化が、そうした「就業＝資産」意識を増長させるのか、あるいはま

た逆にコミットメントを高めうるのかは、かなりの程度労務管理の在り方にも依存して

いることは、疑いない。例えば日本の場合には、たとえ離職率が高くとも、コミットメ

ントもまたきわめて高かったことが知られているのである。

　それゆえ離職率を真に支配する要因は何なのか、更にもしコミットメントとも関連が

あるならば、それは直接的な因果関係なのか否かといった問題が、アメリカの事例等を

                            
４） なお付言しておけば、中国の工場労働力のコミットメントに関する研究は、皆無に等し
い。農村から都市への移動が困難であったためか、あるいは都市の労働力で十分足りたゆえ
か、はたまた欠勤率などの情報が存在しなかったのか、その理由は定かでない。ただし改革
開放以後は、組織へのコミットメントに関する研究が、わずかながら開始されつつある。
５） 例えば、大量の若年女子労働者層を抱える綿紡績業や製糸業での離職率は、他産業に比
べ著しく高かったことが知られている。その具体例は清川雪彦[1989]やサキソンハウス・清
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中心に、より詳しく研究されている６）。特にコミットメントを媒介項に、職務満足度

と離職率の関係や、作業能力・実績と離職行動の因果関係などが、統計的にも詳しく検

討されている。

　しかし結論は、必ずしも一意的ではなく、状況によって逆方向の関係が存在したり、

無相関が認められたりし、これまでのところ十分な仮説や理論が打ち立てられるまでに

は到っていない。例えば、我々のパネル調査の分析結果でも、中国の場合（本書第７章）

には、コミットメントの低い人々の方が離職率が高いのに対し、インドの事例（本書第

4章）では、逆に離職した人々の方が、より高いコミットメントを有し、より意欲的で

あったことが知られている。

　つまりこの離職率とコミットメントとの関係は、それ程単純ではなく、むしろ企業の

おかれている状況や労務管理政策等の在り方に、より大きく左右されうるものと判断さ

れよう。言い換えれば、この問題に関して現時点では、より多くのパネル調査や離職者

個々人の追跡調査等々が、地道に積み重ねられる必要のあることが示唆されていると

いってよいのであろう。

　いずれにせよ、離職率はコミットメントと何らかの関係を有しているのに対し、欠勤

率の場合には、コミットメントだけでなく、労務規律の問題とも直接関連しているがゆ

え、高い欠勤率は、より深刻な問題をはらんでいるといえよう。こうした欠勤率の実態

に関する包括的研究としては、Vaid[1967]や Sharma[1970]などが挙げられよう。

　なお欠勤率の概念は、本来勤務を
・ ・
予定していた労働力の不在（欠勤）状況を把握しよ

うとするものであるが、その定義は明快であっても、現実には、「予定していた」とは

どこまでを指すのか、あるいは臨時工や日雇い契約の代替工もその対象に含まれるのか

否か、さらには予定外の有給休暇の場合はどう処理すべきかといった点で、かなりの差

異が生じてくる。

　事実インドの場合にも、労働局のデータ（詳しくは Seal[1964]参照）と統計局作製の

工業統計の数値では、その情報収集の目的も異なり、同じ数値とはならない。

　ところで欠勤率がコミットメントの代理変数としてしばしば採用されるのは、そこに

は近代工場制度に対する（非）適応化の程度が、つまり労務管理政策に対する受容度や、

工場における時間管理あるいは合理性最優先の価値観などに対する心理的適応化の程

                                                                                 

川雪彦[1986]、ならびにその引用文献などを参照されたい。
６） 例えば離職率と職務満足や作業能力等との関係については、 Hulin[1966] [1968]や
Bluedorn[1982]、あるいは Lucas,et al.[1987] や McEvoy & Cascio[1987]、更にまた Fern,et
al.[1989] などを参照のこと。なおこうした先進国を分析対象とする文献は、一般に膨大な
数に及ぶので、比較的参考文献を多く含む論文や、一部に既存研究の整理や研究展望を含む
論文等を、優先的に挙げることとする。
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度が、よく反映されていると想定されうるがためであることは、すでに指摘した。

　その場合、特に農村出身の出稼ぎ労働者にとっては、このような工場生産やそのシス

テムに対する適応化はより困難な問題であり、したがって高い離職率は、専ら彼らの農

村との強い紐帯に起因するものといわれてきた。事実そうした通説は、戦後の発展論に

あっても広く受け容れられてきたが、まず我々は、そもそも工場労働力のどの程度が、

農村からの移住労働力（含む出稼ぎ）であったのか、そしてまた彼らは、真に農村との

強い紐帯を有していたのか否かという点を、いくつかの調査事例から簡単に確認してお

く必要があろう。

　例えば Lambert[1963；37頁]の調査母集団では、7割がプーナ（プネー）市以外の出身

労働者で占められている。しかしその大部分が農村出身か否かについては、情報はない。

また Sheth[1968；90 頁]の場合には、調査対象工場労働者の 60％が農村からの出稼ぎ労

働力によって、更に Bhatt[1969；23頁]では 66％が農村の出身者で占められている７）。

　つまりこれらから判断するとき、1960年代のインド工業労働力の６～７割は、農村部

からの移住労働力ないし出稼ぎ労働力によって占められていたと考えてよいように思

われる。またこうした高い数値は、当時の工場労働者には、通例多くの臨時工や未熟練

労働者が含まれ、それらは超過供給状態にある農村部より、きわめて低い賃金率により

調達可能であったという事実の反映結果でもあったと解されよう８）。

　それでは、果たしてそうした労働者達は、出身農村との間に緊密な往来関係を有して

いたのであろうか？あるいはまた、なぜ欠勤率を高めてまでも、そのような関係を維持

しようとしたのであろうか？

　いま通説によれば、農村に基盤を持つ労働者達は、たとえ都市の工場に定職を得ても、

都会や工場での生活に十分なじめなかったばかりでなく、いつストライキやレイオフで

職を失うかもしれず、他方でまた不慣れな環境ゆえに病気や事故に遭う恐れも強く、そ

うした事態に立ち到った際の保証機能として、共同体意識の強い農村との絆を十分に確

保しておきたいがためであるといわれてきた。

　しかし農村には慢性的な過剰就業が存在し、しかも村外への流出労働力は、圧倒的に

中・下位カースト層が多かったという事実を念頭におくとき、たとえ大家族制の存在を

前提としても、果たして農村には、本当にそのような機能を果たしうる余力が存在しえ

たのであろうか？

                            

７） また Niehoff[1959；31 頁]の場合、サンプル・サイズは小さいがその 7割を、Holmstr
..

o
m[1976;28 頁]の場合は南インドの事例だが、４割弱を農村出身者が占めていたことが知ら
れる。
８） 例えば James[1959] [1960]は、この種の労働力の労務規律の問題を、特に重要視してい
る。
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　いま工場労働力の農村とのつながりを示すいくつかの調査データによれば、たとえ 60

年代であっても、UNESCO[1961；54-55頁]や Bhatt[1969；28頁]に示されているように、

年にわずか 1回程度の帰村状態であったにすぎない。しかもその理由は主に、結婚式や

葬式、祭りなどへの参加、あるいは家族の揉め事等の解決などのためであり（Vaid[1967；

64-65頁]、Bhatt[1969；29 頁]、Gupta[1982；82 頁]など）、必ずしも農作業やその手伝い

のためではなかったことが知られる９）。

　つまり初期のコミットメントに関する研究で、しばしば示唆されたのとは異なり、高

い欠勤率は必ずしも農村との強い紐帯に起因しているとは考えられないのである。他方、

大野・清川[1990；本書第 2 章]では、逆に農村との結びつきが強い農村から都市への季

節工場労働者の事例が検討されているが、その場合でも彼らの欠勤率の方が、却って低

いことが示されている。それゆえ、この欠勤率の問題は、より広く労務管理一般の視点

から改めて検討される必要があると思われる。なお同様な問題意識から、欠勤率を職務

満足度等との関連において捕捉しようとする試みがあることも指摘しておこう１０）。

　以上コミットメントの問題を、それぞれ離職率ないし欠勤率といった指標により捉え

ようとする際の問題点を指摘してきたが、最後にその実態を広く扱った論文や研究展望

として、Kannappan[1970]や Sheth[1971]、あるいは先の Sheth & Patel[1979]や Gupta[1982]

などを挙げておきたい。他方でまた、政策的観点からコミットメントないしモティベー

ションを高める目的で、労働者や労働組合の労務管理や企業の意思決定への部分的参加

(Participative Management)を促す試みもあり、それらに関する Bhattacharya[1986]や Sodhi,et

al.[1995]などの分析があることも、付言しておこう。以下本書では、このコミットメン

トの問題は、離職率や欠勤率等々の代理変数を通してではなく、幅広い職務意識の一環

として位置づけ、把握してゆきたいと考える。

(b) 工場制度と労働倫理の形成工場制度と労働倫理の形成工場制度と労働倫理の形成工場制度と労働倫理の形成

　　　　途上国における低い労働生産性や低服務規律の原因は、労働密度や勤続期間など雇用

状態の不安定性の問題に直接は還元され、それは更に工業部門での雇用に対するコミッ

トメントの問題に帰着しうるというのが、上記の見解の基本的な視点であった。

　したがってその典型例は、農村からの移住労働力に最もよく認められるはずであると

                            
９） なお Gupta[1982；82 頁]では、「農作業の目的」の理由は 15％で第 4位を、また
Bhatt[1969；29 頁]ではわずか 4％を占めているにすぎない。
１０） 後述するように、職務満足度の概念には、種々の難しい問題が含まれており、必ずし
もその後十分に展開されているとはいえないが、例えば Nicholson,et al.[1976]や Morgan &
Herman[1976]をはじめ、Sharma[1970]あるいは Singh & Kumari[1988]やその参考文献等を
参照のこと。
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いう立場であったのに対し、高い欠勤率や離職率あるいは低い労働生産性は、何も農村

出身の労働力に限られることではなく、広く工業労働力一般に認められる現象であるが

ゆえ、その原因もより広く、途上国の社会全体の問題として捉えらるべきであるという

見解が、他方で早くから存在していた。

　すなわち、そもそも工場制度ならびにその生産方法には、当然そうした生産システム

を開発・発展させた社会の文化や人的資源の水準が色濃く反映されているがゆえ、ただ

単に工場設備のみを途上国へ移植したとしても、十分な生産性をあげえないことは、ほ

ぼ自明の理であるという見解に他ならない。

　例えば、そうした工場生産を支える労働力の場合、その操業形態に相応しい労働観や、

時間の概念あるいは分業などに対する観念が十分形成されていることが、望ましいと考

えられる。言い換えれば、それらに相応しい日常の生活態度や労働倫理等が期待されて

いるといってもよい。あるいはそれは逆にみれば、労働者の工場制度に対するコミット

メントの問題でもあると読み換えてよいであろう。

　今こうした見解は、すでに序章でも触れたいわゆる近代化論の立場とも容易につなが

るものであることは、明瞭であろう。すなわち工場制度ないし工場文化に十分適合的な

社会生活や社会意識への変容こそが、工業化を長期的に支える基盤に他ならないとする

視点である。それは更にいえば、ヴェーバーが近代資本主義の成立には、プロテスタン

ティズムの労働倫理こそが必要不可欠であったとする問題にも淵源を発していると考

えられるのである。

　つまり近代的工業労働力の形成には、プロテスタンティズムの精神ないしその労働倫

理が不可欠にして、且つそれでなければならなかったのか否かという長年のヴェーバー

論争は１１）、その後経済史的観点や原義の解釈をめぐる論争を越え、大きく２つの方向

へ発展した。すなわちその１つは、現代社会を対象に、果たしてプロテスタントの人々

は、カトリック教徒や無宗教者達のそれとは明瞭に異なる労働倫理を１２）、そもそも有

しているのか否かという検証作業、いわゆる PWE（Protestant Work Ethic）論争の問題で

ある。

　他の 1つは、より広くキリスト教に限らず、他の宗教や文化の場合にも、労働観の如

何（在り方）が、経済発展の始動ないしはその遅速に深く関わっているのか否かという

                            
１１） 序章の注 15の文献に加え、カトリシズムとの比較考察を行った Robertson[1959]や、
ヴェーバーの相関概念にすら否定的な Samuelsson[1961]なども、追加的に挙げておこう。
１２） 労働倫理(Work Ethic)には、本来「働かざる者は食うべからず」といった労働に対す
る規範的意味合いとともに、Ethos の概念に起源を有する慣習・習俗といった側面の要素も
含まれるため、労働観(Work Belief, Work Value)とほぼ同義に用いられることが多い。こ
こでもあまり厳密な区別はせず、時には互換的に用いられる。
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問題である。これらいずれの分野とも、1961 年の McClelland[1961]の斬新な分析を契機

に、その後大きく進展したといわれる。

　まず前者の場合、その主な分析対象は、問題の性格上、アメリカやイギリス、オース

トラリアなど先進キリスト教国に限定されており、その主要な関心も、プロテスタント

倫理尺度(PE Scale)の導出１３）、ならびにそれによるカトリック教徒との異同の確定など

に絞られている。あるいはそうした労働倫理を強く有する人々の、失業者に対する態度

や職務満足度やコミットメントとの関連についても、種々考察されている１４）。

　またこうした分析は、当然プロテスタンティズムの労働倫理の問題だけでなく、より

広く労働に対する便宜手段的態度や、搾取の対象としての賃労働、あるいは逆に自己実

現の手段としての労働や組織内協働作業の最重要視といった様々な労働観の存在やそ

の相互関係などの問題へと発展してゆかざるをえない１５）。そしてそれらが、他の文化

の労働倫理の問題にまでその視野を広げるとき、後者の領域の問題と重なり合ってくる

のである。

　例えば機械技術の移転に際しても、その技術が生成された市場条件とは大きく異なる

経済に移転された場合、その技術の本来有する生産性が十分に達成されえない事例は、

あまた存在する。したがってましてや工場制度のように、文化の一端を体現する制度や

組織の場合、それが異文化社会へ移植されたとき、移転された制度・組織ないしはそれ

を受け容れた文化・社会の少なくともいずれか一方（もしくは双方）が、かなりの程度

適応化しない限り、十分にその機能が発揮されえないことは、容易に想像されよう

（Theodorson[1953]）。

　そして更にいえば、この第 2のアプローチでは、工場制度の途上国への定着は、その

労働力こそが鍵を握るものと理解されている。なぜならば、そこでの基本的問題意識は、

まさにヴェーバーによって提起された資本主義と労働倫理の問題に端を発しているか

らに他ならない。

　すなわちヴェーバーの言うように、もし近代資本主義の成立に、プロテスタンティズ

ムの労働倫理が深く関わっていたのであれば、ほぼ同様な労働倫理が全く異なる文化

（宗教）をもつ社会にも存在するとき、それらは今日の資本主義ないしはそれを支える

                            
１３） しばしば利用される PE Scale としては、Blood[1969]や Mirels & Garrett[1971]、
Wollack,et al.[1971]、Ray[1982]などがある。またそれらの比較や紹介をしたものとして、
MacDonald[1972]や Cook,et al.[1981；第 7章]、Furnham & Lewis[1986；第 8章]などを挙
げておく。
１４） 例えば Kosa & Rachiele[1963]や Wanous[1974]、Stone[1976]、Leid & Pritchard[1976]、
Rim[1977]、Kidron[1978]、Ganster[1980]、Furnham[1982]などを参照のこと。
１５） PWE 以外の労働観を確認したものとしては、Buchholz[1976][1978]、Dickson &
Buchholz[1979]、Furnham[1984]などを指摘しておこう。



11

工場制度や企業家精神の発達と、やはり深く関連しているのか否か。あるいはまた逆に、

日本やアジアの新興工業国（NIES）のように、ほぼ経済発展に成功した国々では、同

じような労働文化が観察されうるのか否かといった点に、主要な関心が絞られているの

である。

　なお周知のように、「近代」資本主義の発生を促したプロテスタンティズムの労働倫

理としては、しばしば「勤勉」や「倹約」、あるいは「節制」や「正直」等々の徳目が

指摘されてきた。ただし McClleland[1961]の場合には、それらを直接分析するのではなく、

その背後に存在する達成動機（Achievement Motivation）の強さに着目し、そうした企業

家精神の形成に直結する高い「達成欲求」は、様々な文化や宗教心により、また種々の

教育的背景（とくに幼児期の）により、どのように異なるかを各種の代理変数を用いて

明らかにしている。

　その後、こうしたモティベーションと労働文化の問題は、類似の問題意識をもつ他の

研究分野でも種々展開された一方、労働倫理と経済発展の核心的問題は、近代化論の隆

盛とも相俟って、各種の異なる文化や宗教の下でどのような関係が存在するのかが、よ

り広い視野から検討されるに到っている。

　例えば Goldthorpe[1975]の場合には、アフリカを主たる対象に、上記の問題が幅広く

議論されているのに対し、Morris[1967]にあっては、ヴェーバー以来のヒンズー教文化は

経済発展に適さないという通説（Punekar[1989]や Kapp[1963]など）に疑義を呈し、ヒン

ズー教の価値観は、必ずしも経済成長の観念と抵触するものではないことを論じている。

　また特に日本については、プロテスタンティズムとは関連なく資本主義的発達を遂げ

たがゆえ、その労働倫理や集団主義的工場経営に関する宗教・文化面からの考察は、数

多く存在する（例えば Bendix[1966]や島田燁子[1990]、Coates[1987]等々）。しかも近年は

単に日本の経験だけでなく、韓国や台湾あるいは香港やシンガポール、中国等々の華人

（華僑）社会を広く含むアジア諸国で工業化が急速に進展しつつあることもあり、儒教

文化と資本主義の発達という新しい観点からの問題が議論されつつある１６）。

　例えば金日坤[1984]や溝口雄三・中嶋嶺雄[1991]、あるいは林嘉言[1994]や Chen[1995]

などは、その代表的な一例といえようが、そこでは勤勉や倹約は、個人の労働倫理にとっ

てはもとより、集団の維持・発展にとっても有用な社会規範とみなされている。さらに

は儒教倫理そのものが、組織や人に対する忠誠心の強調や人的ネットワークの重視、あ

るいは教育や啓蒙活動の奨励等々、様々な意味でむしろ後発資本主義の発展にとり、き

                            
１６） こうした異文化の労働倫理と資本主義の精神の関係を論ずるには、まずヴェーバーの
決定論主義が克服されなければならない。それに関しては Kolko[1959]や Bendix[1967]など
を参照のこと。また Rose[1985]等は、当然そうした前提のうえに立って問題が提起されて
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わめて有利な倫理体系を有することが指摘されている。

　こうした論点は今後、印象論的問題指摘の枠を越え、実証的にも十分論証される必要

があるが、非西欧社会の工業化の問題ないし近代化の枠組みを考えるうえで、きわめて

貴重といえよう。同様にプロテスタンティズムの労働倫理の問題から出発し、やはり異

文化間での発展の遅速の問題を考える際、各社会に存在する「信頼(Trust)」財という一

種の公共財の役割に着目するアプローチもまた、近年展開されつつあることを付け加え

ておこう（例えば Arrow[1974]や Casson[1991]、Fukuyama[1995]、荒井一博[1997]等々）。

特にこのアプローチでは、ゲーム論などの理論的体系化への模索が試みられているとこ

ろにも、その 1つの特色が存在する。

　なお最後に、これまで我々は「文化」という用語を、ごく茫漠的かつ常識的意味合い

で使用してきたが、本書では今後も度々使用されるがゆえ、ここで正確な定義を与えて

おきたい。すなわち文化とは、特定の集団（例えば民族や国民、社会階層等々）におい

て、共通の理解や感情あるいは了解・評価などをもたらす「意味の体系」ならびにその

具現的な形態を指す。

　したがって芸術や宗教、言語などは言うに及ばず、より広く道徳や習慣・風俗、さら

には制度や社会的価値意識なども、そこには含まれているといってよい。ただこうした

広い意味内容を持つ文化という概念が、経済学との関わりにおいて強調さるべき側面は、

しばしば人により異なり、その制度的側面がとりわけ重視されたり（Hodgson[1988]など）、

あるいは社会全体の生活能力の規定要因としても理解（金日坤[1984]）されたりする。

しかし我々の場合には、特に職務意識との関連で、その社会的価値体系の規定要因とし

ての側面が重要視されていることを付け加えておきたい１７）。

２２２２. 労務管理と労務規律の重視労務管理と労務規律の重視労務管理と労務規律の重視労務管理と労務規律の重視：伝統的アプローチ：伝統的アプローチ：伝統的アプローチ：伝統的アプローチ

　以上の議論は、途上国における工業労働力の低生産性や低服務規律の原因を、発展途

上国固有の要因、例えば農村社会との強い結びつきや、工場制度やその生産形態に対す

る文化的な抵触等々に求めようとするものであった。

　しかしその紹介の過程でもいくつか明らかになったように、一般に必ずしも農村との

紐帯はそれ程強いとはいえないこと、しかも仮にかなり強い紐帯が存在したとしても、

そのことが直ちに高い欠勤率や低い労務規律につながるものではないこと等々が知ら

れた。さらにはまた、ヒンズー教文化の労働倫理（儒教文化のそれはいうに及ばず）と

                                                                                 

いる。
１７） したがって「労働文化」とか「工場文化」と言うとき、それは労働に関する慣習や倫
理ならびにそれらにまつわる価値意識の体系を、また工場制度や工場生産の技術体系等に付
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いえども、必ずしも近代的工業労働力の形成とは、直接矛盾・抵触するものではないと

もいわれる。それゆえこうした諸事実を念頭におくとき、何も途上国の工業労働力の低

生産性を、特殊社会的な要因に結びつけずとも、従来の経済学の枠組みの中で十分処理

可能であるとする見解は、早くから他方で存在していた。

　つまり途上国労働力の低生産性は、労働者がその技術や職務に十分習熟していないこ

とを意味するものと解されること、あるいはまたその低い労務規律は、工場内で十分に

インセンティヴ・システムやモニタリング（監視活動）の機能が働いていないことの結

果にすぎないという理解が、その基本的な捉え方である。

　すなわち換言すれば、近代的工業労働力の形成にあたっては、熟練と労務管理こそが

最も重視されねばならないという立場に他ならないのである。そのこと自体は別に新し

いものではないが、その背後にある考え方、つまり途上国の場合といえども、その労働

力は基本的に合理的「経済人」として捉えうるという X 理論の立場に立つものである

ことには、十分留意しておく必要があろう。

　すなわちそこでは、労働は負の効用を持つものとみなされ、それ自体が生き甲斐や喜

びとなるわけではない。それゆえ働くことの意味は、他の自己実現の目的のために、便

宜的に生活の糧を得るための手段として捉えられている１８）。したがってその場合、与

えられた賃金率に対し最小限の努力（労働）が提供されるがゆえ、それを最大化するの

は、経営者側の仕事となる。

　通常、こうした X－非効率性に対し講じられる１つの措置は、監視機能の強化である。

つまり一種の取引費用(Transaction Cost)を払うことにより達成される努力均衡の最大化

をめぐる種々の分析は、しばしばゲーム論的な枠組みの中でなされてきた（例えば

Leibenstein[1987]など）。もとよりそうした一連の分析は、途上国農業の刈分け小作制や

そのリスクなどに関する様々なゲーム論的分析と、軌を一にするものであることはいう

までもない。

　また労働者の努力ないし能力を最大限に引き出すもう１つの措置としては、インセン

ティヴ・システム導入の問題がある。これもまた経営者側の努力・工夫如何に依存する

ところが大である。とりわけ途上国の低質労働力の場合、賃金インセンティヴの導入に

より、その生産性向上や熟練の形成に対する誘因効果は、きわめて大きいものがあると

考えられてきた。

　しかしながら、例えばインドの場合、当然出来高給制が採用されて然るべき職種に

                                                                                 

随する価値評価のシステム等々を、意味するものと解されたい。
１８） こうした態度のことを、本書の以下の職務意識分析では、「便宜手段的態度」と呼称
する。
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あっても、時間給が採用されていたり、あるいは高い欠勤率に悩まされているといいな

がらも、それに対するインセンティヴ面での対策が、十分講じられていなかったり(India,

Labour Bureau[c1961] [c1980]などの調査結果を参照のこと)、そもそもこうしたインセン

ティヴ・システム一般に対する経営側の理解や努力は、必ずしも十分ではなかったとい

わざるをえないのである１９）。

　そのことの１つの理由は、適切な出来高給制を敷くには、ある程度の時間研究や作業

評価に基づく標準作業量の確定をはじめ、より厳格な品質検査や作業能率の算定などが

要求され、そうした厳密な作業管理が十分には行われていなかった面が指摘されよう。

しかしそれ以上に大きなもう１つの要因は、強大な力を持つ労働組合が、インセンティ

ヴ・システムの導入に対し否定的であったという側面が、決して看過されてはならない

のである(Nanda[1967])。

　しかしいずれにせよ、こうした状況下では、インセンティヴ賃金に関する研究もまた、

それ程多いものではない。例えば Pathak[1969]や Suri[1970]などでは、詳しい試験的事例

が報告されているものの、一般には政府の賃金政策の勧告等に含まれるインセンティ

ヴ・システムをめぐる議論等が多く、そうした場合でも欧米の先行研究に関する言及が

中心を占めているところに、１つの特徴を有する２０）。

　他方、今日の熟練の問題にあってもまた、技術そのものが大きく標準化され且つ自動

化されつつある現在、かってのような職人的技能は、それ程強く必要とされなくなって

いるといってよい（こうした広義の熟練概念は清川雪彦[1988a]を参照）。したがって熟

練の形成を目的とした長期雇用という概念は、もはやあまり意味を持たないといえよう。

　しかも戦前日本の経験などを顧みるとき、たとえ勤続年数の短い農村出身の若年女子

労働力であっても、もし指導・訓練体制が十分整い、且つ検査や工程管理の制度がよく

確立しているならば、かなり複雑な技能を要する作業といえども、数年を経ずして十分

習熟可能なことが示されている２１）。もっともその場合、優れた中間管理者層の存在と

ある程度しっかりした労務管理体制の確立が、その前提条件とならざるをえないかもし

れない。

                            
１９） 中国の場合も、改革開放政策前の等級賃金制の下での状況は、ほぼ似たようなもので
あったといえよう。詳しくは山本恒人[2000]や麼樹本[1985]などを参照のこと。また文化大
革命期には、労働者相互間の生産性競争や模範工モデルによる動作研究の普及などがとりわ
け推奨されたが、それらはきわめて精神的な党主導の奨励刺激政策であったといえよう。
２０） 例えば Mankiker[1967]や Datar[1967]、Sud[1972]など。この他 Sheth[1967]や
Agarwal[1967]なども参照のこと。
２１） 戦前日本工業の中核を占めた繊維産業にあって、最も熟練を要するといわれた製糸業
の繰糸技術の場合でも、訓練と管理如何では、３～５年程度でほぼ熟練工の域に達した（平
均的資質の場合）といわれる。詳しくは例えば清川雪彦[1988b][1989]やその脚注文献を参
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　このように考えてくるとき、伝統的経済学の枠組みで近代的工業労働力の問題を考察

しようとすれば、究極的には労務管理の重要性、ならびに最も基本的な工業労働力の特

性たる「規律ある労働力」(Disciplined Labor)育成の問題に、行きつかざるをえないとい

えよう。

　すなわち Morris[1965；6頁]によれば、「規律ある労働力」とは、(1)仕事の内容を理解

し、その技術的要求に応え得ること、ならびに（2）職場内での一連の規則を遵守し得

ることと同時に(3)価格メカニズムによるインセンティヴにも反応し得ることなどの特

性を備えた労働力であるとされる２２）。そして彼の見解では、インドの工業労働力とい

えども、こうした基本的な特性は通常具備しており、もしそれが十分実現していないと

すれば、それは経営者側の管理能力に大きな問題のある場合が多いことなどが指摘され

ている。

　なお Lewis[1954]や Fei & Ranis[1964]あるいは Todaro[1969]など、代表的な労働移動モデ

ルにあって、農村より移動する労働力に関し、こうした最も基本的な近代工業労働力と

しての要件は、どのように想定されていたのかは、必ずしも明らかではない２３）。すな

わちモリスのように、供給側の労働力には、当初よりそうした最小限の特性は備わって

いると考えていたのか、あるいは多少の問題があっても、それらは経営者側の努力によ

り克服可能であると想定していたのか、はたまた移動先の産業としては、当面それ程労

務規律が必要とされない産業での被傭が仮定されていたのかは、不明である。

　いずれにせよ、こうした労働力の特性・質が工業化の隘路ともなりうるという認識は、

ほとんどなかったといってよい。しかし現実には、多くの途上国では低い生産性や低い

労務規律に悩まされ、戦前の日本や NIESに見られる工業化の経験は、むしろ例外とい

えよう。なお日本の場合、労務規律の形成には初等教育がきわめて有効であり、また技

術教育や実業教育も、中間管理者・監督者層の科学的労務管理の実施に大きく貢献して

いたという事実は、きわめて示唆に富むものと思われる２４）。

                                                                                 

照されたい。
２２） なお Balsara[1962]の場合の Discipline の概念は、労務規律というよりは労務管理一
般に近い。
２３） より正確には、農村－都市の地理的移動モデルのトーダロの場合には、都市雑業層や
零細工業への就業（特に２段階移動の第１段として）も、想定されていたものと思われる。
また農工間産業移動モデルのレーニス・フェイの場合には、定義上、都市農業部門からの移
動や、農村の農村工業への就業なども存在しよう。他方、ルイス・モデルの伝統部門には、
都市のインフォーマル・セクターや零細商業なども含まれるがゆえ、前２者の混合的移動の
性格を示すものと思われる。しかしいずれの場合も、その主たる関心対象は、農村の農業部
門から都市の近代工業への移動であることは、改めて指摘するまでもない。
２４） 前者に関する経営者側からの証言については、例えば神津善三郎[1974；第 3章]を、
また後者の具体的実例は、清川雪彦[1988b]などを参照のこと。
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　他方、確かに本書の第２章でも指摘されるように、途上国の労務管理には多くの問題

があり、その責めの大半は、経営者側の管理能力の不足に由来していることもまた事実

である。とりわけ近代的工業労働力として不可欠な厳格な労務規律の確立すら十分に出

来ないのであれば、その責任は大きいといわねばなるまい。

　だが同時に途上国の場合、例えばインドの工場では、様々なカースト・グループや相

異なる出身地の地縁グループが存在し、異なった意識や態度・利害を有するだけでなく、

時には各地の方言や慣習の差異が融和や交流の障壁となったり、あるいは政治的信条を

異にする複数の労働組合と各結び付くなど、狭義の労務管理の統制枠を越えた社会的・

文化的細分化の現実を反映する様々な規範や価値観あるいは葛藤が存在することもま

た否定出来ない（例えば Chattopadhyay & Sengupta[1969]を参照）。

　こうした各種の多様性や異質性の存在は、Seth[1968]も指摘するように、しばしば工場

内にインフォーマル・グループの結成を促し、昇給や昇進に際して情実や不公正のはび

こる温床ともなりがちである。また仮にそれが、恣意的採用や解雇の問題にまでつなが

らなくとも、職務や職位の私物化や取引対象化などが進展し、Lambert[1963]の示唆する

ごとき「職務＝資産」意識（自分の職務・被傭は自己の財産ゆえ、個人裁量でその維持

や補充が可能と思う意識）の醸成などを助長する結果となり易い。

　このように途上国の近代化や工業化過程の労務管理には、それなりにそれ固有の難し

い問題が内在する。言い換えれば、伝統的 X 理論を前提とする統制（Control）－服従

(Compliance)の枠組みに基づく労務管理では、制御困難な社会的・文化的要因が強く存

在し、工場制度という新しい社会組織に対する効率的適応化には、より広く機能主義的

職務観の形成やモティベーションの長期的維持等々が必要不可欠とならざるをえない

のである。それらは今日いうところの、人的資源管理（Human Resource Management）の

問題にも深くつながっているといってよい。

３．組織および市場原理に対するコミットメント３．組織および市場原理に対するコミットメント３．組織および市場原理に対するコミットメント３．組織および市場原理に対するコミットメント（（（（II））））

　この人的資源管理の考え方は、80年代以降、とりわけ途上国の場合には 90年代以後、

強調されるようになった。そこで注目される中心的理念ないし構成概念は、コミットメ

ントや自己規律、あるいはチームワークや協調などといった諸概念であり、それらは容

易に想像されるように、日本企業の華々しい成長という実績の影響を受け展開されるに

到った労務管理論であるといっても、決して過言ではないのである。

　すなわちその根底に内在する視点としては、人的資源の開発や活用は、長期的な観点

からなされるべきであること、ならびに文化や社会が異なれば、当然それに応じ最適な

生産組織の在り方も異なり、それゆえそこでの人材開発や管理もまた、それに相応しい
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形態が存在するもの、と考えられていることなどが、指摘されねばならない。

　もとよりこうした考え方は、先進国で発達したものではあるが、コミットメントや自

己規律あるいはチームワークといった諸概念は、何も先進国に限らず、農村共同体的文

化を持つ途上国においてこそ、より不可欠な労務管理上の視点に他ならないともいえよ

う。事実それらは、かっての近代化論の中でも、工業文化への変容指標の 1つとして、

早くから指摘されてきた特性なのでもある。

　他方、その後途上国への直接投資が急増したことや多国籍企業等の広範な展開もあり、

より一層近代的工業労働力の必要性は痛感されるに到っている。そしてその育成に際し

ては、工業文化への大きな隔たりなどを勘案するとき、厳格な労務管理に基づく熟練労

働力の養成等を目指すよりも、むしろ長期的な観点から、Ｙ理論的視点に立ち、主体性

や自主的判断力を備えた「意欲的労働力」（Motivated Labor）の着実な育成こそが、最

も期待されているといってよい。

　それゆえ言い換えれば、如何にしてモティベーションを高め、且つそれを持続させ得

るかということこそが、近代的工業労働力育成問題の核心とならざるをえないのである。

それらはこれまで広く、「組織や市場原理に対するコミットメント」の問題などとして

捉えられてきたといえよう。

　なお先のコミットメント（Ｉ）の議論では、欠勤率や離職率など各個人の就業状態の

安定性を示す外的指標が主に用いられてきた。つまりそこでは、本来ならば工場労働や

その生産システムに対する各個人の心理状況や反応・態度などが、直接測られて然るべ

きところを、逆にそれらの反映結果たる欠勤率や離職率など、客観的に観察可能な指標

が援用されている。加えてまたそれらは、本来個々人の行為結果に対するミクロ情報で

あるにもかかわらず、しばしば企業や産業レベルに集計されたうえ論じられることも多

かった。

　こうしたコミットメント（Ｉ）の分析概念の特質に対し、他方かねてより、個人レベ

ルでの意識や心理・態度などを直接分析し、コミットメント本来の概念に基づく労働力

の質や労働意欲などを分析しようとする領域もまた存在していた。もとより今日でもや

や角度を変え、新しい展開を見せつつあるのは、この後者のコミットメント（II）の領

域である。そこでは、組織へのコミットメントや市場原理に対する心理的肯定感や積極

的態度などを基本に、労働意欲を喚起・促進する要因が、個人の意識面を中心に幅広く

検討されている。
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(a) 職務満足とモティベ－ション職務満足とモティベ－ション職務満足とモティベ－ション職務満足とモティベ－ション２５）２５）２５）２５）

　労働力にとって、仕事に対する積極性や労働への意欲が、決定的に重要なことは多く

を論ずるまでもない。これまでそうした労働意欲は、職務満足とは正の相関関係にある、

あるいは少なくとも高い労働意欲は、高い職務満足を前提（十分条件）として初めて得

られるものと、長らく考えられてきた２６）。

　しかし現実には、職務満足度は低くとも意欲の高い労働力が多く存在することや、逆

に臨時雇用や季節労働力の場合、一般に職務満足度は高いものの、本来の意味で必ずし

も意欲的な労働力とはいい難い側面が強いことなどが知られている。つまり労働意欲と

職務満足度の関係は、それ程単純明快ではないことが、次第に明らかにされつつあると

いってよい。

　なお通常、欠勤率や離職率に関しては、職務満足度が高いほど、低くなることがしば

しば指摘されてきた２７）。しかしこれとても、欠勤率の高さは一般に職務
・
不満足を原因

としているのではないことや、離職率と職務満足の関係も、本来は相互に独立なもので

あるという主張も多い。事実本書の第 4章でも、満足度の高い層がより多く離職すると

いう知見が得られている。

　このように職務満足が意味するところは、かなり複雑であり、そうした錯綜した関係

を整理する 1つの手掛かりは、Maslow[1943][1954]の欲求の階層性(Need Hierarchy)という

概念に求められた２８）。つまり満足、言い換えれば「欲求の充足」に際しての欲求その

ものの意味内容を問い直すことにより、満足の意味や質をも規定し直すこと、あるいは

異なった欲求内容（水準）と職務満足を改めて関連づけることであった。

                            
２５） Motivation は、しばしば「動機づけ」と訳され、動機(Motive)とは区別されることも
多い。しかし個別具体的な事例ではともかく、抽象的性格が強くなるにつれ、両者を区別す
ることは難しくなる。そこで本書では、やや広い意味でモティベーションという語を用い、
必ずしも厳密に両者を区別することはしない。これはモティベーションの内実(Content)を
重視するマズロー(A.H.Maslow)やハーツバーグ(F.Herzberg)、マクレラン(D.McClelland)
などの立場と、その過程(Process)を重視するポーター(L.W.Porter)やヴルーム(V.H.Vroom)
たちの視点の相違もあり、概念化もやや複雑なためである。ここでは後者の見解については
触れないが、詳しくは一般的な解説書、西田耕三ほか[1981]や田尾雅夫[1993]などを参照の
こと。
２６） Hawthorne 工場での実験の影響もあり、すでに 1930 年代には、Hoppock[1935]など、
早くもそうした視点に立った職務満足の研究（総括してインセンティヴ・アプローチともい
われる）が存在している。同じく Shanthamani[1988]も参照のこと。
２７） 例えば Argyle[1974]や Nicholson,et al.[1976]、Morgen & Herman[1976]、Hulin[1968]
などを、またインドに関しては Sinha[1965]などを参照のこと。
２８） マズローの欲求階層説をめぐる妥当性やその計測可能性等に関する展望論文としては、
Wahba & Bridwell[1976]や Schneider & Alderfer[1973]などが、またもう少し広い視点か
らの展望としては、Salancik & Pfeffer[1977]等が参考になろう。
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　例えば Daftuar[1982]は、前者の観点からマズローの安全欲求や社会的欲求等々の概念

を、職務満足との関連で操作概念化し、異なる職位毎に直接計測しようと試みているの

に対し、Srivastava[1984]の場合には、まず職務満足を計測し、それらが、各欲求階層と

どのような対応（相関）関係にあるのかを、職階別に確定しようとしている。

　しかし総じていえば、こうした流れとは逆に、Sharma & Kaur[2000]などにも代表され

るごとく、途上国の場合、マズローのいうような欲求の線型的階層性が、そもそも存在

するのか否かに関して、きわめて否定的な見解が多いといえよう。

　他方、このマズローの欲求階層説とも斉合的にして、且つより現実的な Herzberg,et

al.[1959]の職務満足に関する 2 要因説もまた、大きな影響力を有した。すなわち職務上

の満足感には、人間的成長や自己実現など内面的な要素が深く関わるのに対し、不満足

感の場合には、逆に労働条件や環境要因など外的条件（衛生（Hygiene）要因と呼ばれ

る）が、支配的要因となるという考え方である２９）。

　言い換えれば、満足－不満足は、それぞれ
・
没満足と

・
没不満足を各起点とし、一次元上

には
・ ・
ないということに他ならない。そしてそれらをそれぞれ規定する要因もまた、共通

ではなく、異質にして対照的要因なのである。

　こうした 2 要因説に基づく実証分析としては、東アジアに関する原口俊道[1995]の研

究のほか、インドに関しては Mukherjee[1985]や Dayal & Saiyadin[1970]、さらには Rao &

Ganguly[1971]や Sinha[1973]などがある３０）。なおこの後 2者は、貧困著しい途上国にあっ

ては、ハーツバーグらの 2要因説は成立しないという結論を得ている。

　確かに、本書の各章でも「職務満足」なる構成概念はしばしば登場するが、いずれも

かなり特異な動きをし、少なくともモティベーションないしコミットメントとの間に、

通常因果関係を見い出すことは困難である。つまり職務満足という概念の内容は、一般

にその置かれている状況や周囲・環境内での相対的位置関係などに強く支配されるがゆ

え、安定的な職務意識上の位置を得るには到っていないといえるのである。

（ｂ）個人の近代化と機能主義的職務観（ｂ）個人の近代化と機能主義的職務観（ｂ）個人の近代化と機能主義的職務観（ｂ）個人の近代化と機能主義的職務観

　他方、近代的工業労働力の要件ないし「意欲的労働力」の前提条件として、市場メカ

                            
２９） 同様に Herzberg[1966]や Grigaliunas & Herzberg[1971]も参照のこと。またこの 2要
因説に関する展望的性格の論文としては、Hinton[1968]や、Wolf[1970]、Armstrong[1971]
などを挙げておく。なお前記の 2つの要因は、Job-content 対 Job-context という文脈でも
しばしば捉えられることに注意。
３０） また Mukherjee[1985]の第 5章には、簡単な研究展望が含まれる。ただし自身の分析
は、2要因説の検証を避け、Job Descriptive Index を援用している。なおインドの職務満
足に関する包括的研究展望論文が、ICSSR より 1972 年(D.Sinha)と 78 年(J.B.P.Sinha)に出
されているといわれるが未見。詳しくは前掲 Daftuar[1982；13 頁]を参照のこと。
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ニズムに対するコミットメント、すなわち経済的合理主義の支配に対する肯定感ないし

は心理的許容といった態度・意識を重要視する立場がある。

　それは、産業化（近代化）の進展とともに、そこに住む人々の近代性意識が高まる一

方、人々の意識や態度の変容がまた産業化を促進させるという観点から、「個人の近代

化」(Individual Modernity)の果たす主導的役割に着目する見解である。

　もとよりこれは、近代化におけるミクロ的側面を重視する近代化論の 1つの立場であ

り、直接工業労働力の問題を扱ったものではない。しかしそこで論じられている近代性

意識には、時間観念や計画概念の習得、あるいはより高度な教育や職業に対する強い志

向性、さらには未知の経験や体験への意欲等々、近代的工業労働力が備えていなければ

ならない種々の要件が、その一部として含まれているがためである。

　本書では、こうした経済的合理性に対するコミットメント、ならびにその前提となる

合理的・科学的な態度や意識を、職務意識の側面に限定し、「機能主義的職務観」の問

題として捉えているが、その背後には広く「個人の近代化」という問題が存在している

といってもよいのである。

　このような「個人の近代化」論は、トルコに関する Lerner[1958]の研究や、アフリカ・

西インド諸島に関する Doob[1960]の、またメキシコ・ブラジルに関する Kahl[1968]の諸

研究を起点に、Inkeles & Smith[1974]達により、途上国６ｶ国の計 5,500人の近代性意識が、

教育水準や都市在住経験、あるいは工場勤務の有無等々の属性別に、数量的に把握され

たことによって、大きな展開を見せたともいわれる。

　しかしそれと同時に、この大量観察による多国間比較は、(1)そもそも個人の近代化と

は一体何なのか、その関連要因は一体全体因果関係を示すものなのか、それとも単なる

相関関係にすぎないのか、といった根本理念をめぐる大きな論争が生じた３１）。

　他方でまた、(2)Inkeles 達の計測法をめぐり、その尺度の妥当性(Validity)や信頼性

(Reliability)の検討、あるいは類似尺度の提示やより一般的な計測方法（因子分析など）

の探求など、測定上の問題にも大きなエネルギーが割かれたのであった３２）。しかしTaub

& Taub[1989]も批判するように、この「個人の近代化」論には、どこか自明のことない

し同義反復的なもの(Tautology)を計測している感は、ぬぐい去り得ないところがあると

いえよう。

　なおインドを対象とした近代化に関する分析は、必ずしも多くはない。例えば、ほぼ

インケルス(A.Inkeles)達の枠組みに沿った Singh[no date]の計測や、タタ(Tata)製鉄所の事

                            
３１） Inkeles 自身の解説や反論を再録した論文集 Inkeles[1983]のほか、Bernstein[1971]
や Portes[1973]、Suzman[1973]等々、数多く存在する。
３２） 例えばSchnaiberg[1970]や Coughenour & Stephenson[1972]、Armer & Schnaiberg[1970]、
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例をとりあげた Ames[1969]のほか、Gusfield[1967]や Pathak[1970]などが在る。

　ところで、こうした社会の近代化に伴う個人の近代化を計測する手法とは逆に、個人

の近代化こそが、社会の発展を促進する基底的要因に他ならないという視点から、その

個人の近代化を始動させる契機ないし動因の探求に主眼をおいた研究分野も存在する

ことに、言及しておく必要があろう。

　その典型は、Hagen[1962]や Atkinson & Hoselitz[1957]などに見られるように、経済発展

の開始は、そこに住む人々の意識や態度・人格(Personality)の転換を不可欠とし、そうし

た変化こそが、近代的工業労働力の形成や企業家精神の創出を準備する基盤に他ならな

いという見解である。

　McClelland[1961]、McClelland & Winter[1969]の場合には、それを更に一歩押しすすめ、

そうした人格とは「自立精神の習得」と並んで、強い「達成動機」(Achievement Need)

を有する人格を意味し、それらは幼少期の教育によって作り出されるものと考えられて

いる。

　もとよりこうしたモティべ－ションの意義を重視した考え方は、企業家精神の問題だ

けでなく、経営者の性格パターン分析にも応用可能であったから、種々の分野で多くの

実証分析を生み出し、インドの場合にも Kakar[1974]や Punekar & Savur[1969]などは、こ

の流れに沿ったものといえよう。またこれは広い意味では、かってヴェーバーによって

提起された問題を、より柔軟且つ広い視野から再構築しようとする問題意識にもつな

がっているといってよいのである。

　なお、社会の近代化が個人の近代化を促進すると捉えるにせよ、逆に個人の人格の近

代化が経済発展を促進すると考えるにせよ、いずれの場合にもそのミクロとマクロの関

係は、十分具体的に措定されているとはいえない。したがって両者によるそれぞれの個

人特性に関する計測結果は、奇妙にもかなり強い類似傾向を示すことが、また指摘され

ねばならないであろう３３）。

　そこで本書の場合、この「個人の近代化」の問題は、ごく具体的な形で部分的に捉え

られているにすぎない。すなわち、近代性意識の反映としての機能主義的職務観のほか、

第 3章や 5章では、仕事と家庭の優先度などを濾過した家族観や、女子労働力に対する

見方に反映されるジェンダー意識などが導入、検討されている。またモティベーション

は、それそのものを直接測るのではなく、各構成概念の総合として把握することが試み

られている。

                                                                                 

Cohen & Till[1977]、Rau[1980]など、この分野でも数多く存在する。
３３） 例えば McClelland[1977]のほか、やや広く前掲 Taub & Taub[1989]や Goldthorpe[1975]
なども参照のこと。
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（ｃ）組織へのコミットメントと文化（ｃ）組織へのコミットメントと文化（ｃ）組織へのコミットメントと文化（ｃ）組織へのコミットメントと文化

　最後に、近代的工業労働力の要件として、モティベーションを重視する立場の 1つに、

「（生産）組織に対するコミットメント」(Organizational Commitment)を強調する視点が

あることは、広く知られていよう。なおこの組織に対するコミットメントは、本来なら、

仕事そのものに対するコミットメントとは区別されて然るべきであるが、実際には両者

の識別はそれ程容易ではないがゆえ３４）、ここでは後者をも含めた広い概念として理解

しておく。

　この「組織へのコミットメント」は、通常(1)所属する組織にその一員として留まり続

ける強い意欲・帰属感を有するだけでなく、(2)併せて組織に対する忠誠心や強い献身的

意志を擁する状態を指し、(3)しかもそうした心理状況は、組織の掲げる目的や理念、あ

るいはそこで支配している価値体系等を積極的に首肯する一体感によって支えられて

いる態度・意識を意味している３５）。

　だがこのように定義されるコミットメントは、先に我々が定義した工業労働や工場制

度一般に対するコミットメントの概念（本章第 1節参照）と、きわめて近い概念である。

ただより抽象度が低く、ごく限定された対象に対する意識・態度であること、それゆえ

具体的な労務管理の在り方などが大きな意味を持つと同時に、各個人の職務意識等の問

題としても把握可能であることなどに、その大きな特徴を有するといってよい。

　こうした「組織へのコミットメント」という概念は、1980年代以降先進諸国を対象と

する経営学の分野で、活発に展開され且つ精緻化されてきたといえよう。しかしそれは、

もとより根底においては、古くからのプロテスタンティズムの労働倫理と労働意欲をめ

ぐる問題とも通底していたばかりでなく、60 年代以来の途上国における近代的工業労

働力形成の問題とも、背後で深く関連していることはいうまでもない。

　例えばインドの場合、こうした観点からの代表的な分析としては、Gupta[1982]や職務

満足との関連で捉えた Sharma[1971]、Mukherjee[1985]などが挙げられよう。

　途上国の場合、この「組織に対するコミットメント」がとりわけ重要なのは、それが

近代的工業労働力の形成に必要不可欠なモティベーションの問題と深く結びついてい

るからに他ならない。すなわち「意欲的労働力」の育成こそが、長期的な意味で真の生

                            
３４） なお Gupta[1982]では、一応両者は区別されている。また組織人としての「仕事への
コミットメント」(Work Commitment)の視点や、「職務との一体感」(Identification)の問
題などが加わると、更に識別は困難となる。こうした諸概念の整理に関しては、
Chappell[1980]や Morrow[1983]などを参照のこと。
３５） 定義としては Dubin,et al.[1975]や Arnold,et al.[1991]などを参照のこと。また関
連する文献としては、Kidron[1978]や Grusky[1966]、Mottaz[1988]をはじめ、膨大な数に
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産性が高く規律もまた豊かな労働力の育成に、言い換えればモティベーションこそがそ

れに直結した要因なのである。

　それというのも、ただ単に強い統制と支配だけでは不十分なことは、すでによく知ら

れているが、加えて必ずしも高度な学校教育や技術知識を要しない生産の場合でも、強

い労働意欲は不可欠にして、且つまたしばしば技術改良や生産性向上の十分条件ともな

り得るからである。その意味において、高い労働意欲形成の基盤となるコミットメント

の有無は、非常に重要なのである。

　なおコミットメントは、一般に仕事そのものの意義やその内容・本質への関心よりも、

報酬等の労働条件により強く拘泥する「便宜手段的態度」とは、背反的立場にあると考

えられている。しかし途上国の場合には、必ずしも両者は常に相矛盾するものではない

ことも、また知られていよう３６）。

　ところで、80 年代以降この「組織に対するコミットメント」の問題がとりわけ注目

されるに到った 1つの大きな契機は、日本製造業の急速な発展とその事由に関する考察

にもあったと思われる。すなわち日本の躍進は、労働力の質の高さ、特に企業に対する

強い帰属感や忠誠心に支えられた労働力の質に求められるものと考えられ、コミットメ

ントの問題の重要性が改めて認識されるに到ったといっても、決して過言ではないので

ある。

　だがそのことは、同時に他方で日本という社会ないし文化の固有性という問題にもま

た、目を見開く契機になったことは疑いない。さらにいえば、コミットメントの問題は、

当然企業文化(Corporate Culture)と深く関わってはいるものの、ただそれだけに留まらず

産業組織や市場競争などを通じ、国民文化(National Culture)全体の問題とも密接につな

がっているのかもしれないという問題意識が生じたことだけは確かである３７）。

　それはまた他方で進展しつつあったホフスティード(Hofstede[1980] [1991])らの職務観

や労働意識に直接影響を与える 4つの社会意識（文化）の因子に基づき、各国の「文化」

を類型化するという一連の調査研究とも結びつき３８）、文化と経営・職務意識の問題は、

新たな展開を見せるところともなった。

                                                                                 

昇る。
３６） 「便宜手段的態度」の詳しい分析は、Agassi[1979] [1982]などに見られる。なお本書
でも、先進国の場合とは異なり、かなり特異な動きをすることが、観察されよう。
３７） 文化とは、先にも定義したように、特定集団に共通な「意味の体系」であるがゆえ、
その集団の構成員や範囲により、企業文化となったり、あるいはまた国民文化ともなりうる。
なお本書で単に「文化」というとき、それは原則的に後者を指している。また我々の場合、
必ずしも幼年期に形成された価値観だけにはこだわらない。
３８） ホフスティードも含め、文化と比較経営学に関する展望論文としては、Ajiferuke &
Boddewyn[1970]や Ronen & Shenkar[1985]、Sφndergaard[1994]などが挙げられよう。
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　すなわち当初、40 カ国の IBM 従業員を対象に、①地位・特権に対する評価認識、あ

るいは②不確実性に対する態度や③個人（集団）主義観、さらには④ジェンダー意識な

どから「文化」を捉え、各国従業員個々人の職務観や労働意識に反映される異なった文

化を識別・分類する作業は、その後 2つの方向へ拡充された。つまりまずその 1つは、

ホフスティード・モデルの適用対象国の拡張や、複数企業の従業員への調査範囲の拡大、

あるいは宗教的差異の陽表的導入や計測方法の精緻化等々の発展・拡充である３９）。

　さらに今 1つは、こうした文化的差異が企業組織の在り方に与える影響を捉えるとと

もに、そこから人的資源管理（HRM: Human Resource Management）や組織展開（OD:

Organizational Development）あるいはコミットメントなどの差異や最適化に関する分析

を推し進める方向である。

　なおこの後者のアプローチ・問題意識を途上国に適用したものとしては、例えば

Kanungo & Mendonca[1994]や Jaeger[1986]、Kedia & Bhagat[1988]、Rohmetra[2000]等々が挙

げられよう。

　このような経営文化に関する新しい研究動向は、経済発展の問題を考察する際にも、

文化的要因（儒教精神やイスラム教など宗教的問題をも含め）は、決して看過しえない

重要な側面であり、且つまたその場合国際比較は必要不可欠な視点であることを、明確

に含意しているといってよい。

　そのことは今我々の問題にひきつけていえば、近代的工業労働力の形成には、モティ

ベーションの高い労働力の育成が最も有効であり、その意味でもコミットメントの大き

さ（高低）を左右する経営理念や労務管理の在り方はとりわけ重要である。そしてその

企業文化や労務管理は、これまでにも見てきたように深く国民文化の問題とも関わって

いるのである。

　それゆえ近代的工業労働力の育成もまた、国によりすなわち文化の相違により、遅速

が生ずるのは当然といえよう。本書ではこうした点をもふまえ、コミットメントの問題

も含め職務意識全体の観点から、途上国の工業労働力の質という問題を考察していきた

い。

                            
３９） 例えば Newman & Nollen[1996]や Shackleton & Ali[1990]、Dorfman & Howell[1988]、
Ali[1988]、Safranski & Kwon[1988]等々をはじめ、比較経営学の分野には数多く存在する。
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